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tificia Universidad Católica del Perú）の教育学部に進
学し、卒業後は日系幼稚園のサンタ・べアトリス幼稚
園で14年間教えていた。この幼稚園は系列校なので、
卒園児の90％がラ・ウニオン校に入学する。ラ・ウニ
オン校で教頭を４年間、現在は校長として４年目であ
る。もともと幼児教育が専門のため、ラ・ウニオン校
の特徴として、小学校１、２年生は体育以外に身体を
使った運動活動を取り入れている（写真18）。
　日本の学校のように朝礼がある。朝礼は７：40～
８：05で、月曜日は日本とペルーの国歌を歌ったあと
校長先生のお話を聞く。水および金曜日はラジオ体操
を行う。
　日本文化コーディネーターという教員が配置されて
おり、訪問時にインタビューを行った、Ｍ先生、Ｎ先
生を含め11人いる。
　Ｍ先生はラ・ウニオン校の中等学校５年生と小学校
２年生に娘が通っている。家族で日本滞在経験があり、
当時は横浜市鶴見区に居住していた。長女は小５～中
３まで横浜市内の公立学校で過ごしたので、高校と大
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写真18　ラ・ウニオン校　AELU総合運動施設で
身体活動をする小学２年生写真17　ラ・ウニオン校　連絡帳
学は日本に戻ることを希望しているという。
３．３．６．日系学校の行事
　毎年４月29日は運動会を行っている。これはリマ近
隣の日系校、日秘会館関係者も参加する行事で、７：
00～18：00まで１日がかりで盛大に行われる。参加校
は、ホセ・ガルベス校、ラ・ヴィクトリア校（1948年
創立）、ヒデヨ・ノグチ校（チャクラ・セロ校として1965
年創立）、サンタ・ベアトリス校である。
　ラ・ウニオン校独自の運動会も実施（10月14日）さ
れており、卒業生も参加するラ・ウニオン校最大の行
事となっている。ラ・ウニオン校の卒業生の絆は非常
に強く、毎年多数の卒業生が参加するイベントである。
３．３．７．ラ・ウニオン校の卒業生
　今回、本調査のコーディネーターのＲ夫妻は、ラ・
ウニオン校の卒業生である。夫婦の年齢は５歳違うが、
先の卒業生が集まる行事で知り合ったという。
　妻の妹もラ・ウニオン校の卒業生である。しかし、
兄弟はリマ市内にあるルーズベルトという米国のイン
ターナショナルスクールを卒業している。この学校は
教育課程が選択でき、①ペルーの教育制度に基づく課
程、②アメリカの教育制度に基づく課程、③両方の教
育制度に基づく課程の修了証を得ることができる。
　授業料はコースに応じて異なるが、約1,000USド
ル／月（約80,000円）とラ・ウニオン校の３倍以上で
ある。妻の父親（日本生まれの日系人）は、男児によ
り高い教育を受けさせるという教育方針だったとい
う。
　Ｒ夫妻はともに日本への出稼ぎ経験があるが、ラ・
ウニオン校出身で兄弟がインターナショナルスクール
に通っていることからもわかるように、日系人の非常
に裕福な家庭の出身である。またラ・ウニオン校卒業
の夫妻の友人にインタビューしたところ、男性友人は
医師一人をのぞき全員が日本への出稼ぎ経験があっ
た。現在はペルーで会社経営、貿易会社社長など、ス
テータスの高い職業に就いて活躍している。こうした
背景には、ペルーの日系人が持つ学校教育への強い思
いが反映していると考えられる。
４．結論
　本報告はリマ市および近郊にある日系学校と公立学
校の現地調査である。３校という限られた事例のため、
ペルーの教育全般について網羅することはできない
が、日秘両国の教育事情の違いの幾つかを以下にまと
める。
　１．リマおよび近郊の日系私立校は１部制で、公立
学校は建物、教員数が十分ではなく、２部制や
３部制をとっており、子どもたちが受ける教育
内容には非常に大きな格差がある。
　２．ペルーの学校は進級制をとっており、公用語で
あるスペイン語と算数（数学）の試験の成績に
よっては、落第や留年することがある。日本の
学齢制とは異なり、学力を蓄え適応するまで、
学力にあった勉強をする柔軟な体制がとられて
いる。年齢の違う子どもたちと勉強することに
も慣れていると考えられる。
　３．小学校・中等学校も教員と保護者は毎日、子ど
もが持参する連絡帳を通して、コミュニケー
ションをとっている。ペルーの連絡帳は、体調
や行事への参加届などの諸形式が全て連絡帳１
冊にまとまっており、日本では個別にそうした
書類提出が必要なため、日系人保護者とっては
対応が煩雑と感じる人がいると思われる。
　４．日系人の多くは、日本では非熟練労働に従事し
ているが、ペルー社会においては相対的に高学
歴で経済的にも比較的恵まれた立場にある。日
本へのデカセギ労働者は低所得者層という偏見
があるが、ペルーの日系人においては当てはま
らず、より高度な教育サービスを求めている現
状がある。
　５．公立学校の教員は現職として働きながら、大学
院通学や通信教育を受けて、積極的な授業改善
に取り組んでいた。また、日系校の校長はいず
れもペルーの名門大学を卒業し、教育学の専門
的な知識を有する。
　ペルーは就学者人口の増加や経済成長により教育関
連ビジネスの拡大が期待されている（石田，2011）。と
同時に、一定レベルの経済的余裕のある家庭がリマに
集中する都市化と貧困問題がより教育格差を深刻化さ
せることが懸念される（福井，1999）。
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　今後は、ペルーの教員養成と教員資格、教員の採用
や配置について、現地法令の入手や教育行政関係者へ
のインタビューを実施し、日系人と日秘間の教育事情
の変化、就学状況の把握、ペルーの教育改革の動向を
捉えていく必要がある。
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